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Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行
▲

0.5月 1.5月

   0月 0.5月

(2)機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数の算定

機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数

　=　1.5ヵ月÷12ヵ月×365日　= 機の提亨ら�5月

0.5月





Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成12年度実績とした。

2.74%

(単位：％)

年度 12

区分

2.74

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5c



Ⅶ.自己資本利益率の算定　

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）

H12
区分 単年

1.18 0.90 2.35 －

β値の適用 × × ○ －

1.50 1.69 1.64 －

①－② － － 0.71 －
β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平成12年度は速報値である。
（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が１０年超であることか
       ら国債１０年ものの利回りを使用した。
（注３）β値については、昨年度と同値(0.6)とした。
（注４）算定期間については、3年間とした。た�し、平�





（参考１）

音声伝送役務損益明細表
(単位：百万円）

役務の細目 営業収益 営業費用 営業利益 ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ

加入電話及び総合デジタル通信 2,967,174



（参考２）

音声伝送役務損益明細表における営業費用の内訳

（単位：百万円）

第2種総合ディジタル通信サービス　基本料

① ② ③

営業費 8,453 635 2,641 5,177

ｼｽﾃﾑ提案・商品広告等 5,177





(別紙2)　H14.1.31認可　算定根拠より

Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

1.端末回線伝送機能

(1)原価の算定






